












育 2 の就学者数は 2000 年（437 万人）前後
から急増し 2016 年（86 3万人）までにほぼ
倍増した（GoURT 2016 Chart 2.2）。前期中
等教育（第 1 学年から第 4 学年まで）の就
学者数は 2006 年（6 7万人）ころから急増
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る（例えば Yoshida ＆ Van derWalt 2017、




























































　第 1 回の現地調査は 2018 年 8 月 30 日か
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　第 2 回現地調査は 2019 年 9 月 18 日から
24 日まで行った。第 1 回訪問時から介入校
で行われた活動について校長から聴取し、
教員 FGM、父母 FGM を実施した。さらに対









11 月に実施され、第 2 学年終了時の試験に
合格したものが受験できる。合格者は後期















　図１は、2015 年から 2019 年まで、通年

















表１．ナムトゥンボ県中等学校の 2019 年 CSEE 区分結果
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者数は年によって 10 人から 30 人前後と幅
がある。また、学校番号 15 や番号 23 のよ











して、区分 GPA の県平均は 3.84 と推計され、






















る K 校（図１、図２の学校番号 10）と、順





女 24 人）、第 2 学年 35 人（男 14 人、女 21
人）、第 3 学年 37 人（男 21 人、女 16 人）、
第 4 学年 28 人（男 16 人、女 12 人）、全校
で 146 人が登録されているが、訪問時 28 人
が欠席していた。
　校長は 2013 年からで 2014 年に校長研修
を受けた。地理とスワヒリ語を教えている。



























































の英語の使用を義務化する、(g) 第 2 学年、































　B 中等学校は第 1 学年に男女それぞれ 101
人と 94 人、第 2 学年に 59 人と 34 人、第
3 学年に 61 人と 39 人、第 4 学年に 25 人と
34 人の 448 人が登録されている。しかし、
訪問時 447 人中 2 割近い 86 人が欠席してい










































































































































































































































































　L 校からは 2018 年の県教育事務所での
FGM と、2019 年の学校訪問の際、情報を収
集した。同校は、県内で唯一、優秀成績賞





























ていないことを指摘した。N 校は第 6 学年
まで完備しているが、寮に入っているのは
図３. 介入校と対照校の CSEE 成績
吉田　和浩，ウィリー･L.･コンバ，ンカニレカ･L.･ムゴンダ
－ 22 －
5 年生、6 年生のすべてのほか、1 年生から
4 年生までの 4 分の 1 以下だという。なお、
この学校は第 4 学年終了時の CSEE 試験では
県内 14 位（GPA3.9）と中位だが、第 6 学年
時のAレベル試験では州全体の2位（GPA2.4）
と、驚異的な好成績を収めている。校長は、
O レベルと A レベルではまったく事情が違
う、と説明した。
考察と結語
　BRNEd とその後の教育開発 5 か年計画が
目指したとおり、CSEE の合格率は 2013 年
以降、おおむね改善の傾向をたどったが 11、
介入校である K 校、B 校の両校は、2015 年
から 2017 年の間に、対照的な CSEE 成績の
推移を見せていた。K 校においては、受験
者が K 校としては多く、不合格者も多かっ






校は 2015 年には GPA3.9 で、公立校では
27 校中 10 位と健闘していたが、2016 年、
2017 年と不合格者が多く出し、順位も 25
位と低迷、その後の 2 年間で 20 位、18 位
とようやく挽回している（図３）。
　K 校は 2018 年訪問時第 4 学年在籍は 28
人ですべてが受験登録（うち 1 人は当日欠
席）、2019 年は在籍 36 人中すべてが受験登
録（うち 1 人は欠席）、B 校は 2018 年在籍
59 人すべてが受験登録（うち一人が欠席）、
















と、2018 年８月に実施された CSEE の模擬
試験結果を参考にした。両校が学業成績改
善戦略報告書を最初に作成したのは 2018 年





2016 年から 2018 年まで GPA が悪化し、不
合格者も多く出したが、2019 年には前の
水準にだいぶ戻っている。また、N 校では
































































































































1 この研究は JSPS 科研費 18H03661 の助成を受け
たものである。





3 過去合格率は 2011 年 53.6％、2010 年 50.4％、









（NECTA）は CSEE のほか、PSLE の成績もウェブ
上で公表している。ナムトゥンボ県教育事務所




7 科目別成績は A を１、B を２、C を３、D を４、
F を 5 とし、成績区分では Div-I に１、Div-
II に ２、Div-III に ３、Div-IV に ４、DIV-0
に５を代入し、学校 GPA ＝ ( 区分 GPA ＋科目
GPA)/2　で算出される。








11 全国の CSEE 合格率は、2013 年 57.2%、2014
年 69.8%、2015 年 68%、2016 年 90.4%、2017
年 77.6%、2018 年 78.4% と 推 移 し た（MoEST 
2018:25, GoURT 2019:71）。
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This study focuses on lower secondary schools located in rural settings in Tanzania 
where policy interventions are hard to reach and clarifi es how the learning performance 
improvement plan, an instrument introduced under the national policy, is accepted, 
internalized and contributing to learning improvement, along with its enabling and 
prohibitive factors.
All the schools visited provide informal boarding facilities, special instruction and 
private tutoring. The boarding facilities are not only for accommodation, but also ensures 
learning time, teacher-student contact time, instructional support in response to student 
needs, and prevent pregnancy.
Relationships between the school and parents and community can be strong 
enabling factors when they are favorable ones, but undermine schooling continuity, 
home learning environment, participation in and support for school activities when their 
trust and cooperative relationships are disrupted. Teachers recognize that principal-
teacher interactions and cooperation among teachers are working, while parents and the 
community do not understand the importance of education. On the other hand, the parents 
and the community complain that the school and teachers are responsible for poor student 
learning. Dissatisfaction and mistrust prohibit building favorable relationships among 
them.
The principal ad teachers understand what they have included in the school strategy. 
However, shortages in teachers, learning materials, boarding facilities and training 
opportunities, make it diffi cult to accomplish the strategy’s objectives in a sustainable way.
Principals exchange information frequently on what works. This seems to help 
build a loose relationship of mutual learning.
Schools that have received minimal interventions under the current study exhibited 
learning improvement over the last few years. The visits of the study team appear to have 
stimulated collaboration among teachers, planning and implementing the strategy together, 
and sharing the progress with parents. These possibly support to build a favorable 
relationship among the school community.
